
別記様式第１号

事　業　計　画　書


１　事業計画（実施する事業区分の欄のみ記入）
	事業区分
	事業の概要

	対象外国人労働者のメンタルヘルスケア

	

	対象外国人労働者の住居の環境の整備
	



※　企画書等の参考資料があれば添付

[bookmark: _GoBack]２　経費配分（実施する事業区分の欄のみ記入）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業区分
	補助事業の対象経費
(a)
	補助率

(b)
	補助対象
経費
(a)×(b)
	上限額
	補助金
申請額
※1,000円未満切捨

	対象外国人労働者のメンタルヘルスケア
	
	－
	－
	－
	－

	対象外国人労働者の住居の環境の整備
	
	－
	－
	－
	－

	合計
	
	1/2
	
	500,000
	


※　業者見積書等の参考資料があれば添付

３　対象外国人労働者の雇用
	勤務場所
	外国人労働者の国籍
	現に雇用
	雇用予定

	事務所・事業所名
	所在地
	
	
	

	
	
	
	人
	人

	
	
	
	人
	人

	
	
	
	人
	人

	
	
	
	人
	人

	
	
	
	人
	人


※　行が不足する場合は適宜追加

４　補助事業完了予定　　　令和　　年　　　月　　日





５　事業者の情報
（１）主たる事務所・事業所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）主たる業務（日本標準産業分類のおける中分類）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（３）中小企業等経営強化法第２条第１項　　　　　　　該当　　　・　　　非該当
（４）資本金（申請日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（５）常時雇用する従業員数（申請日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人
（６）認定状況
　　・　やまがたスマイル企業　　　　　　ゴールドスマイル企業　・　ダイヤモンドスマイル企業
　　・　ユースエール認定企業　　　　　　　　　　　　該当　　　・　　　非該当
　　・　えるぼし認定企業　　　　　　　　　　　　　　該当　　　・　　　非該当
　　・　くるみん認定企業　　　　　　　　　　　　　　該当　　　・　　　非該当
（７）山形県税（山形県税に付帯する税外収入を含む。）又は消費税の滞納
　　該当　　　・　　　非該当
（８）令和６年度山形県外国人労働者受入環境整備支援事業費補助金交付要綱第３条第４号に規定する暴力団等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当　　　・　　　非該当　
（９）会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項の規定に基づく再生手続開始の申立て
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当　　　・　　　非該当
（10）宗教団体又は政治団体　　　　　　　　　　　　　該当　　　・　　　非該当

６　担当者
（１）所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）役職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（３）氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（４）電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（５）電子メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

